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○ 通　知

○寒冷地手当の支給等に関する運用基準
　　　　　　　 （平成16年12月24日 16教総第875号 教育長）
第１　用語の意義
この基準で次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

(1)　基 準 日　毎年11月から翌年3月までの各月の初日をいう。

(2)　支給地域　職員の給与に関する条例（昭和26年福島県条例第9号。以下「給与条例」という。）第18条第1項第2号並びに福島県市町村立学校職員の給与等に関する条例（昭和31年条例第56号。）第8条の8の2第1号及び職員の給与の支給に関する規則（昭和35年福島県人事委員会規則第7号。以下「給与規則」という。）別表第8の2並びに市町村立学校職員の給与の支給に関する規則（昭和35年福島県人事委員会規則第8号。以下「市町村規則」という。）別表第4の4に規定する地域をいう。

(3)　指定公署　給与規則別表第8の3及び市町村規則別表第4の5に規定する公署をいう。
　（注）東日本大震災により移転した公署（サテライト設置を含む）で、その移転先が給与規則別表第8の3及び市町村規則別表第4の5に規定する公署である場合は、当該公署を指定公署とみなす。

(4)　扶養親族　給与条例第8条第2項に規定する扶養親族をいう。

(5)　世　　帯　住居及び生計を一にしている生活単位をいう。

(6)　世帯主である職員　給与規則第33条の9の2に規定する職員をいう。

（注）　両親等の家に同居している扶養親族を有していない職員が、主としてその収入によって世帯の生計を支えている場合には、世帯主である職員として取り扱う。

(7)　「扶養親族のある職員」(6)に定める「世帯主である職員」であって、扶養親族を有する者をいう。

（注） (ｱ)　「世帯主である職員」が扶養親族と別居している場合であっても本項に定める職員に該当するものとする。
(ｲ)　扶養親族には、第4の2に掲げる扶養親族を含めて取り扱うものとする。

(8)　「その他の世帯主である職員」(6)に定める「世帯主である職員」であって、扶養親族を有しない職員をいう。

(9)　その他の職員　(6)に定める職員に該当しない職員をいう。
第２　支給対象職員　

１　寒冷地手当の支給対象職員は、基準日において次の各号のいずれかに該当する職員とする。

(1)　支給地域に在勤する職員

(2)　指定公署に在勤する職員のうち当該公署の所在する市町村（注）又は支給地域に居住する者

（注）　この場合の市町村は、平成26年4月1日におけるものとする。
２　社会教育主事の市町村派遣に関する要綱又はスポーツ主事の市町村派遣に関する要綱等により派遣されている職員のうち、次の各号のいずれかに該当する者
(1)　国家公務員の寒冷地手当に関する法律（昭和24年法律第200号）別表のうち四級地に区分されている地域（福島県に係る地域を除く）に派遣されている職員
(2)　人事委員会と協議して定めた派遣先に派遣されている職員のうち、当該派遣先の所在する市町村又は支給地域に居住する者

　３　市町村公立学校教員の県外派遣実施要綱に基づき派遣されている職員のうち、国家公務員の寒冷地手当に関する法律（昭和24年法律第200号）別表のうち四級地に区分されている地域（福島県に係る地域を除く）に派遣されている職員
	国家公務員の寒冷地手当に関する法律（昭和24年法律第200号）別表一部抜粋

	山形県米沢市


（注）この場合の地域は、平成26年4月1日におけるものとする。

第３　支給方法等
１　寒冷地手当は、給与条例第18条第2項に定める月額を、基準日の属する月の給料の支給定日に支給する。ただし、給料の支給定日までに寒冷地手当にかかる事実が確認できない等のため、その日に支給することができないときは、その日後に支給することができる。

２　職員が次の各号に掲げる場合のいずれかに該当するときは、その期間中寒冷地手当は支給されないものとする。

この場合において、休職等の日（その日が月の初日であるときを除く。）又は復職等の日（その日が月の初日であるときを除く。）に属する月分の寒冷地手当は、給料の日割計算の例により支給するものとする。

(1)　無給休職にされた場合

(2)　刑事休職にされた場合

(3)　停職にされた場合

(4)　専従休職の許可を受けた場合

(5)　育児休業の承認を受けた場合

(6)　大学院修学休業の承認を受けた場合

(7)　外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例第2条第1項又は外国の地方公共団体の機関等に派遣される市町村立学校職員の処遇等に関する条例第3条第1項の規定により派遣された場合

(8)　公益的法人等への職員派遣等に関する条例第2条第1項の規定により派遣された場合（同条例第4条の規定により寒冷地手当を支給することとされた場合を除く。）
(9)　職員の自己啓発等休業に関する条例第2条第1項の規定により自己啓発等休業の承認を受けた場合
(10)　職員の配偶者同行休業に関する条例第2条の規定により配偶者同行休業の承認を受けた場合

３　職員が休職にされ、給料が減じて支給されているときは、当該期間中の寒冷地手当についても給料等の例により減じて支給されるものとする。
第４　手当額算定の基礎となる扶養親族
１　扶養親族とは、給与条例第8条第2項に規定する扶養親族であって、かつ、給与条例第9条の規定による届け出がなされているものをいう。

２　基準日後、新たに職員となった者に扶養している親族等があり、又は職員に給与条例第9条第1項第1号に掲げる事実が生じ、これにかかる前項の届出が職員となった日又は基準日の後になされた場合で当該届出が職員となった日又は当該事実の生じた日から15日以内になされたときの当該届出にかかる扶養している親族等は、職員となった日又は当該事実の生じた日から扶養親族として取り扱う。
３　基準日において給与条例第8条第2項に規定する扶養親族としての要件を欠く事実の生じた扶養親族は、扶養親族として取り扱わない。

第５　世帯等の区分の認定等
１　指定公署に在勤する支給対象職員にかかる居住地の要件（以下「居住地要件」という。）を確認するにあたっては、平成26年4月1日現在の市町村の区域により行うものとする。

２　認定権者（各所属長（特別支援学校の分校長を含む。）をいう。以下同じ。）は、毎年11月の基準日までに職員から「世帯等の区分届出書」（様式第1号）の提出を求め、世帯等の区分及び居住地要件（以下「世帯区分等」という。）を確認し認定しなければならない。
３　認定権者は、11月の基準日の翌日から翌年3月の基準日までの間に支給地域若しくは指定公署に採用された職員又は異動等した職員について、直後の基準日までに当該職員から「世帯等の区分届出書」の提出を求め、世帯区分等を確認し認定しなければならない。

４　職員は、11月の基準日の翌日から翌年の3月の基準日までの間に世帯区分等に変更すべき事実が生じた場合には、速やかに「世帯等の区分の変更届出書」（様式第2号）を認定権者に提出しなければならない。
なお、認定権者は、当該届出が職員から提出された場合は、世帯区分等を確認し認定しなければならない。

５　認定権者は、世帯区分等を確認し認定するにあたって必要があると認められる場合には、職員に対してその事実を明らかにする書面等の提出を求めることができるものとする。
（附則）
　（略）
この基準は、令和3年4月1日から適用する。

様式第１号
世  帯  等  の  区  分  届  出  書

                                                                  　　　　　 年    月    日提出

	任命権者
 福島県
 教育委員会様
	勤務公署
	
	所属コード
	
	
	
	
	
	

	
	職    名
	
	氏  名
	
	職員番号
	
	
	
	
	
	
	

	
	住    所
	

	居住の状況
	 □　自宅等　（所有権：□ 有・□ 無）
 □　自宅等以外

	   職員の給与に関する条例第18条（福島県市町村立学校職員の給与等に関する条例第８条の８の２）に
係る世帯等の区分について、次のとおり届け出ます。

	世帯等の区分
   該当するものを
   ○で囲むこと。
	 １  世帯主である職員（扶養親族のある職員）
２  世帯主である職員（その他の世帯主である職員）
３  その他の職員

	同居者及び扶養親族（別居を含む）の状況
	ふりがな
氏       名
	続 柄
	生年
月日
	扶養親族 (○印を
付す)
	同居
別居
の別
	生計の単位
(同一の場合は
○印を付す)
	職         業
(職員の場合は
勤務先)
	年収額

	
	
	
	
	
	
	
	
	種 類
	金    額

	
	
	本 人
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	申立欄
	
	備 考
	
	

	 ※
 認
 定
 欄
	   下記のとおり認定する。          　                  　　　　　福島県教育委員会

	
	基準日
	・   ・
	・   ・
	・   ・
	・   ・
	・   ・

	
	認定年月日
	
	
	
	
	

	
	居住地要件
	
	
	
	
	

	
	地域等区分
	
	
	
	
	

	
	世帯等の区分
	
	
	
	
	

	
	世帯等区分、居
住地の変更年月
日及び変更事由
	
	・   ・
	・   ・
	・   ・
	・   ・

	
	認定権
者
	担当者
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　※ 世帯等の区分コード　世帯主である職員（扶養親族のある職員）…「１」
　　　　　　　　　　　　 世帯主である職員（その他の世帯主である職員）…「３」　その他の職員…「４」
様式第２号
世帯等の区分の変更届出書
  さきに届け出た世帯等の区分、又は居住地（※）に変更が生じたので、下記のとおり届け出ます。
記
１  変更内容
  □  世帯等の区分
        □  世帯主である職員（扶養親族のある職員）
        □  世帯主である職員（その他の世帯主である職員）
        □  その他の職員
  □  居住地（※）

２  変更事由（具体的に記入すること。）
３  変更の事実の生じた日                 年    月    日
            　年    月    日
 　 任命権者  福島県教育委員会　様
                                              所属名
                                              職・氏名
　※　居住地の変更届出については、指定公署に在勤している職員のみが対象となること。
3-15-10
3-15-7

